
様式第３（第５条関係）

　第１表

超　過　利　潤　計　算　書

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 金　　額

6,573,674

託送供給関連部門の営業外費用（その他に限る）（②） 179,823

託送供給関連部門の営業外収益（雑収入を除く）（③） 633,692

託送供給関連部門の特別損益（④） -853,819

その他調整額（⑤＝⑥＋⑦） 792,327

補償料等収入（⑥） 814,884

最終保障供給取引損益（⑦） -22,557

6,181,297

調整後税引前託送供給関連部門当期純利益に係る法人税等（⑨） 1,728,043

4,453,254

託送供給関連部門事業報酬額（⑪） 9,648,837

減少事業報酬額（⑫） -

託送供給関連部門の営業外費用（資金調達に限る。）（⑬） 2,443,149

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（⑭＝⑩－⑪＋⑫＋⑬） -2,752,434

うち想定原価と実績費用との乖離額 -2,944,378

税引前託送供給関連部門当期純利益（又は税引前託送供給関連部門当期純損失）（①）

調整後税引前託送供給関連部門当期純利益（又は調整後税引前託送供給関連部門当期純損
失）
（⑧＝①＋②－③－④－⑤）

調整後託送供給関連部門当期純利益（又は調整後託送供給関連部門当期純損失）
（⑩＝⑧－⑨）
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様式第３（第５条関係）

　第２表

超　過　利　潤　累　積　額　管　理　表

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 金　　額 備　　考

前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）（①） -3,558,430

（うち前期乖離額累積額）（⑦） -23,785,972

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（②） -2,752,434

（うち想定原価と実績費用との乖離額）（⑧） -2,944,378

還元額（③） -

 当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）（④＝①＋②－③） -6,310,864

（うち当期乖離額累積額）（⑨＝⑦＋⑧） -26,730,350

一定水準額（⑤） 30,002,241

一定水準超過額（⑥＝④－⑤） -

(注)一定水準額は、様式第２の託送資産明細書の本支管投資額実績表中「直近実績」の５年平均額を適用している。
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様式第３（第５条関係）

　第３表

導管投資額明細表（一般ガス導管事業者）

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 当期投資額 備　　考

高　　圧　　導　　管 8,152,437
尼崎久御山（兵庫県尼崎市東難波町～京都府久世郡久御山町）
第2東部ライン腐食対策工事（大阪府東大阪市横小路町5丁目10～東大阪市鷹殿町19　地先）
等

中　　圧　　導　　管 4,670,760
兵庫県たつの市龍野町島田～兵庫県たつの市神岡町東觜崎
京都府相楽郡精華町大字下狛～京都府相楽郡精華町大字下狛
兵庫県神戸市垂水区海岸通～兵庫県神戸市垂水区海岸通　等

　　　計 12,823,197
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様式第３（第５条関係）

　第４表

内　部　留　保　相　当　額　管　理　表

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 金　　額

前期末内部留保相当額　　　　　 （①） -110,607,251

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（②） -2,752,434

還元額　　　　　　　　　　　 　（③） -

当期導管投資額（又は当期特定導管投資額）（④） 12,823,197

当期内部留保相当額（⑤＝①＋②－③－④） -126,182,882

還元義務額残高：

備　　考
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様式第３（第５条関係）

　第５表

乖　離　率　計　算　書

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

項　　目 値 備　　考

想定原価（千円）（①） 566,426,488

想定需要量（千m3）（②） 25,160,166

想定単価（円/m3）（③=①/②） 22.51

実績費用（千円）（④） 572,645,181

実績需要量（千m3）（⑤） 22,573,092

実績単価（円/m3）（⑥=④/⑤） 25.37

乖離率（％）（⑥/③-1）×100 12.68

　想定原価及び想定需要量は、2018年10月から2021年9月までの3年の合計とした。

　実績費用及び実績需要量は、2022年4月から2025年3月までの3年の合計とした。

（注）必要に応じ、金額の算定根拠を脚注として記載すること。
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